　　　様式第１（第５条関係）

第　　　　号
平成　　年　　月　　日
国土交通大臣　殿

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

住　　　所　　　　　　　

氏名又は名称

代表者名　　　　　　　　　　　　　㊞
平成　　年度観光圏整備事業費補助金交付申請書

平成　　年度観光圏整備事業費補助金　金　　　　　　　円を交付されるよう、観光圏整備事業費補助金交付要綱第５条の規定に基づき、別紙関係書類を添えて申請します。

記

１．対象となる観光圏の区域     

２．補助対象事業名

　　　

３．補助対象事業の着手及び完了予定日

平成　　年　　月　　日から平成　　年　　月　　日まで

	個別事業名
	補助対象経費(円)
	希望補助金額(円)

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	合  計
	
	


４．別紙関係書類

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　様式第２（第６条関係）
第 　　　           号　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　                          平成　　年　　月　　日　
　　　　　　　　　　　　　  殿
                                                国　土　交　通　大　臣
                                                    ○　　○　　○　　○　　　　印　  
平成　　年度観光圏整備事業費補助金交付決定通知書
  平成　　年　　月　　日付け第　　　号で申請のあった平成　　年度観光圏整備事業費補助金については、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和３０年法律第１７９号）第６条第１項の規定に基づき、下記のとおり交付することを決定したので、同法第８条の規定により通知する。
記
１．補助対象経費及び補助金の額は、次のとおりとする。
      補助対象経費  金                        円
                                                      （内訳別紙）
      補助金の額    金                        円
２．補助対象事業者は、適正化法、同施行令（昭和３０年政令第２５５号）及び観光圏整備事業費補助金交付要綱に定めるところに従わなければならない。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　様式第２　別紙
平成　　年度観光圏整備事業費補助金交付決定事業（内訳）
　補助対象事業者名

　補助対象事業の名称
                                                                             (単位:円)
	補助対象事業の着手
及び完了予定日
	 個別事業名
	補助対象経費
	 補助金額
	

	
	
	
	
	

	平成   年   月   日
～
平成   年   月   日
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	      合    計
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　様式第３（第７条関係）
                                                              第 　　　           号　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　                          平成　　年　　月　　日　
国土交通大臣  殿
                                                住　　　所
                                                名　　　称
                                                代　表　者    　　　　　　　　　　印
平成　　年度観光圏整備事業費補助金交付決定変更申請書
  平成　　年　　月　　日付け第　　　号をもって事業費補助金交付決定通知のありました標記補助金に係る補助金対象事業の内容を下記のとおり変更したいので、観光圏整備事業費補助金交付要綱第７条の規定に基づき、申請します。
記
１．変更事項及びその内容
２．変更を必要とする理由
３．変更後の補助事業に要する補助対象経費及び補助金希望額（新旧対照表）
４．その他参考となる書類
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　様式第４（第８条関係）
                                                              第 　　　           号　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　                          平成　　年　　月　　日　
　　　　　　　　　　　　　  殿
                                                国　土　交　通　大  臣
                                                    ○　　○　　○　　○　　　　印　  
平成　　年度観光圏整備事業費補助金交付決定変更通知書
  平成　　年　　月　　日付け第　　　号をもって補助金交付決定の変更申請のあった標記補助金にかかる交付決定を別紙のとおり変更したので、観光圏整備事業費補助金交付要綱第８条の規定に基づき、通知する。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　様式第４　別紙
平成　　年度観光圏整備事業費補助金交付決定事業（変更後）
　補助対象事業者名

　補助対象事業の名称
                                                                             (単位:円)
	補助対象事業の着手
及び完了予定日
	 個別事業名
	補助対象経費
	 補助金額
	

	
	
	
	
	

	平成   年   月   日
～
平成   年   月   日
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	      合    計
	
	
	
	

	
	
	
	
	


（注：下線部が変更部分）
                                                               様式第５（第９条関係）
                                                              第 　　　           号　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　                          平成　　年　　月　　日　
国土交通大臣  殿
                                                住　　　所
                                                名　　　称
                                                代　表　者    　　　　　　　　　　印
平成　　年度観光圏整備事業費補助金交付申請取下届出書
  平成　　年　　月　　日付け第　　　号をもって事業費補助金交付決定通知のありました標記補助金に係る補助金対象事業を、下記の理由につき、取り下げたいので観光圏整備事業費補助金交付要綱第９条の規定に基づき、申請します。
記
１．取下理由
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　様式第６（第10条関係）
                                                              第 　　　           号　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　                          平成　　年　　月　　日　
国土交通大臣  殿
                                                住　　　所
                                                名　　　称
                                                代　表　者    　　　　　　　　　　印
平成　　年度観光圏整備事業費補助事業者等の変更届出書
  標記について、観光圏整備事業費補助金交付要綱第１０条の規定に基づき、下記のとおり変更があったのでお届けします。
記
１．変更事項
	 新
	 旧

	
	


２．変更した年月日
    平成　　年　　月　　日変更

                                                            様式第７（第11条関係）
第 　　　           号　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　                          平成　　年　　月　　日　
国土交通大臣  殿
                                                住　　　所
                                                名　　　称
                                                代　表　者    　　　　　　　　　　印
平成　　年度観光圏整備事業費補助事業中止（廃止）承認申請書
  平成　　年　　月　　日付け第　　　号をもって事業費補助金交付決定通知のありました標記補助金に係る内容について、下記の理由につき、観光圏整備事業費補助金交付要綱第１１条の規定に基づき、中止（廃止）したいので申請します。
記
１．補助事業の中止（廃止）時期
２．中止（廃止）する事業の内容
３．補助事業中止（廃止）理由
                                                             様式第８（第12条関係）
第 　　　           号　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　                          平成　　年　　月　　日　
国土交通大臣  殿
                                                住　　　所
                                                名　　　称
                                                代　表　者    　　　　　　　　　　印
平成　　年度観光圏整備事業費補助金補助対象事業遂行状況報告書（第　　四半期）
  平成　　年　　月　　日付け第　　　号をもって事業費補助金交付決定通知のありました標記事業の実施状況について、観光圏整備事業費補助金交付要綱第１２条第１項の規定により、第　　四半期分を別紙のとおり報告します。
（別紙）補助対象事業遂行状況表（第　　四半期分）
様式第８　別紙

平成　　年度観光圏整備事業費補助金補助対象事業遂行状況表（第　　四半期）
補助対象事業者名　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（単位：円）

	個別事業名
	補助対象事業費（円）
	交付決定額（円）
	実施額（円）
	消化率（％）

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	


＊実施額は、契約ベース
（添付書類）

・個別事業毎の実施状況（開催日時、実施内容、参加者、ＰＲ紙の配布先、ＨＰアクセス件数、二次交通の運行本数、乗車人員　等）

・次期四半期の実施予定
・今後の事業計画スケジュール表

を証する書面

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 様式第９（第13条関係）
第 　　　           号　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　                          平成　　年　　月　　日　
国土交通大臣  殿
                                                住　　　所
                                                名　　　称
                                                代　表　者    　　　　　　　　　　印
平成　　年度観光圏整備事業費補助金補助対象事業完了実績報告書
  平成　　年　　月　　日付け第　　　号をもって補助金交付決定（変更）通知のありました標記事業の完了実績について、観光圏補助事業費補助金交付要綱第１３条の規定により、別紙のとおり報告します。
（別紙）補助対象事業完了実績表
様式第９　別紙

平成　　年度観光圏整備事業費補助金補助対象事業完了実績表

補助対象事業者名　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（単位：円）

	個別象事業の名称


	補助対象
経費

（Ａ）
	交付決定額

（Ｂ）
	実施額

（Ｃ）
	差額

（Ｂ）－（Ｃ）
	補助金未受領額
	備考

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	合　　計
	
	
	
	
	
	


（補助対象事業者の添付書類）

（１）補助対象事業が完了したことを確認するに足りる書類

（２）観光圏整備事業費補助金交付要綱において、別表中「補助金の額の確定」の欄に規定する
（１）から（３）までの額を明らかにした書類

                                                            様式第10（第14条関係）
第 　　　           号　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　                          平成　　年　　月　　日　
　　　　　　　　　　　　殿
                                                国　土　交　通　大　臣
                                                    ○　　○　　○　　○　　　　印　  
平成　　年度観光圏整備事業費補助金の額の確定通知書
  平成　　年　　月　　日付け第　　　号をもって実績報告のあった平成　　年度観光圏整備事業費補助金については、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和30年法律第178号）第15条の規定により、下記のとおり確定したので、補助対象事業者あて同条の規定に基づき通知する。
記
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
平成　　年度観光圏整備事業費補助金　確定補助金額
　                                                                            (単位:円)
	管轄運輸局
	補助対象事業者名
	補助対象事業名
	実施額
	補助金額

	
	
	
	
	


                                                           　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 様式第11（第16条関係）
第 　　　           号　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　                          平成　　年　　月　　日　
国土交通大臣  殿
                                                住　　　所
                                                名　　　称
                                                代　表　者    　　　　　　　　　　印
平成　　年度観光圏整備事業費補助金支払請求書
  平成　　年　　月　　日付け第　　　号をもって補助金の額の確定通知のありました標記補助金について、観光圏整備事業費補助金交付要綱第１６条の規定に基づき、下記のとおり補助金の支払いを請求します。
記
１．補助対象事業の名称
２．精算払請求額　　金　　　　　　　　　円
３．振込先

様式第12（第17条関係）

取　　得　　財　　産　　管　　理　　台　　帳（平成　　　年度）
　（単位：円）
	取得者の氏名・名称
	財　産　名
	規　　格
	数　量
	単　価
	金　　額
	取得年月日
	耐用年数
	保　管　場　所
	備　考

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


注１ 対象となる取得財産等は、取得価格又は効用の増加価格が第１９条第１項に規定する処分制限以上の財産とする。
  ２ 取得年月日は、検収年月日を記載すること。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 様式第13（第19条関係）
第 　　　           号　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　                          平成　　年　　月　　日　
国土交通大臣  殿
                                                住　　　所
                                                名　　　称                     
                                                代　表　者    　　               印
観光圏整備事業費補助金事業財産処分等承認申請書
  観光圏整備事業費補助金により平成　　年度に取得した財産について、下記のとおり処分（使用目的の変更、譲渡、交換、貸付け、担保提供）をしたいので、観光圏整備事業費補助金交付要綱第１９条第３項の規定により申請します。
１．補助対象事業の名称
２．処分（使用目的の変更、譲渡、交換、貸付け、担保提供をしようとする財産等
                                                　　　　　　　　（単価：円）
	 財産等の
 種　　類
	 財産等の名称
	 数量
	 取得価格
	 取得年月日

	
	
	
	単価
	 金　額
	

	
	
	
	
	
	


３．処分（使用目的の変更、譲渡、交換、貸付け、担保提供）を必要とする理由及びその方法
















































